
（単位：千円）

（実質黒字比率　 9.54 ％）

歳入総額 歳入歳出差引額 翌年度に繰り 実質収支額
アーイ 越すべき財源 ウーエ

ア ウ エ オ
一般会計 36,534,370 2,383,123 357,948 2,025,175

合計 ▲ 2,025,175 ① ※黒字のため、実質赤字額はマイナス表示

（連結実質黒字比率 19.77 ％）
　　※小数第３位切り捨て

一般会計等以外の特別会計のうち公営企業以外の特別会計の実質赤字額
歳入総額 歳入歳出差引額 翌年度に繰り 実質収支額

アーイ 越すべき財源 ウーエ
ア ウ エ オ

9,499,907 100,286 0 100,286
4,493,888 215,369 0 215,369
661,685 12,466 0 12,466

合計 ▲ 328,121 ② ※黒字のため、実質赤字額はマイナス表示

公営企業会計（法非適用）の資金不足額
歳入総額 算入される 翌年度に繰り アーイーウ 資金不足・剰余額 事業の規模 資金不足比率

地方債の額 越すべき財源 ーエ オ＋カ キ／ク
ア ウ エ オ キ ク ケ

下水道事業特別会計 1,742,311 0 0 116,574 116,574 1,339,059 ―
▲ 116,574

公営企業会計（法適用）の資金不足額
流動資産 算入される アーイーウ 解消可能 事業の規模 資金不足比率

地方債の額 資金不足額 カ／キ
ア ウ エ オ キ ク

水道事業会計 1,842,667 0 1,724,253 0 423,862 ―
合計

1,724,253
▲ 1,724,253 ④※資金剰余のため、資金不足額はマイナス表示
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資金不足額
カ

　　　はマイナス表示　

一般会計等の実質赤字額①

21,211,488
▲ 2,025,175

歳出総額

イ
34,151,247

21,211,488
＝

実質赤字額がマイナスのため、実質赤字比率なし

一般会計等の実質赤字額
　　※小数第３位切り捨て

③※資金剰余のため、資金不足額

＝

▲ 4,194,123
連結実質赤字額がマイナスのため、連結実質赤字比率なし

イ

会　　計　　名
イ

連結実質赤字額①+②+③+④

標準財政規模
＝連結実質赤字比率（％）

＝実質赤字比率（％）



（単位：千円）

（３ヵ年平均）

※小数第２位切り捨て

平成２７年度 平成２８年度
ア 2,463,797 2,390,474
イ 0 0

2,463,797 2,390,474 ①
ウ 215,968 200,879
エ 303,667 268,910
オ 894,973 894,867

1,414,608 1,364,656 ②
カ 1,060,260 1,230,271 ③
キ 1,923,323 1,907,127 ④
ク 18,195,108 19,304,901
ケ 2,250,182 1,674,407
コ 365,131 232,180

20,810,421 21,211,488 ⑤

2,856,730
0

329,389

445,618

17,570,929
2,517,265普通交付税額

20,533,812

④普通交付税算入額

臨時財政対策債発行可能額

2,856,730
234,333

941,507

2,156,970地方債の元利償還金・準元利償還金に係るもの

1,505,229
1,041,368

20,533,812　-　2,156,970

20,810,421　-　1,923,323

平成２６年度
（2,856,730　+　1,505,229）　-　（1,041,368　+　2,156,970）

＝ 0.0633199

平成２７年度
（2,463,797　+　1,414,608）　-　（1,060,260　+　1,923,323）

＝ 0.0473774

0.0319996

平成２６年度

21,211,488　-　1,907,127

3
6.33200　+　4.73774　+　3.19996

①地方債の元利償還金
地方債の元利償還金

ア―イ

②準元利償還金

公営企業債の償還に充てたと認められる繰入金

ウ+エ+オ

一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる負担金

公債費に準ずる債務負担行為に係るもの

うち繰上償還に係るもの

都市計画税充当可能額

標準税収入額等

4.7%

ク+ケ+コ

＝

平成２８年度
（2,390,474　+　1,364,656）　-　（1,230,271　+　1,907,127）

＝

（地方債の元利償還金①+準元利償還金②）-（特定財源③+元利償還金・準元利償還金に係る普通交付税算入額④）
標準財政規模⑤－元利償還金・準元利償還金に係る普通交付税算入額④

＝実質公債費比率（％）

③特定財源

⑤標準財政規模



（単位：千円）

ア
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オ
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サ

①
②充当可能基金額　　　　 シ ②
③特定財源見込額 ス ③
④普通交付税算入見込額 セ ④

ソ
タ
チ

⑤※実質公債費比率の⑤と同じ
⑥普通交付税算入額 ツ ⑥※実質公債費比率の④と同じ

1,984,437
2,860,220

地方道路公社の負債額
土地開発公社の負債額

一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高

標準財政規模⑤－元利償還金・準元利償還金に係る普通交付税算入額⑥

1,907,127

5,953,307
15,835,432

21,211,488
232,180

1,988,030

17,629,316

0

0

臨時財政対策債発行可能額

標準税収入額等

ソ+タ+チ

⑤標準財政規模

13,390,188

19,304,901
普通交付税額 1,674,407

債務負担行為に基づく支出予定額 8,357,877
公営企業の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額

将来負担額①　-　（充当可能基金額②+特定財源見込額③+地方債現在高等に係る普通交付税算入見込額④）

＝

平成２８年度

▲ 2,359,047

将来負担額がマイナスのため、将来負担比率なし＝

0

退職手当支給予定額のうち一般会計等の負担見込額

32,819,880

0
組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額

一部事務組合等の地方債の元金償還に充てる負担等見込額

連結実質赤字額

ア+イ+ウ+エ+オ+カ+キ+ク+ケ+コ+サ

第三セクター等に対する損失補償債務等に係る負担見込額

0

地方独立行政法人の負債額

21,211,488　-　1,907,127
32,819,880　-　（13,390,188　+　5,953,307　+　15,835,432）

19,304,361

①将来負担額

＝将来負担比率（％）


